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はじめに

2007年12月26司(本)、インド金業タタコンサ

ルタンシーサーピシズ株式会社(以下TCSと略す)

の日本法人、タタコンサルタンシーサービシズジ

ャパン株式会社(以下TCSジャパンと略す)に、

訪問調査を行ったc 場所は横浜市西区みなとみち

い2-3-1，クイーンズタワーA8階であるむ

応対者は、 TCSジャパンHRリクルーテイング

マネージャの津田享氏で、事前送討しておいた質

問票に基づいて質問を行う形態を取ったc 質問票

への回答は、あらかじめ賀開票に書き込む形でご

準構いただいており、その自答者はTCSジャパン

爵社長アショック・パイ氏で、あった 1i。

訪問者は、夏自啓二、石上悦朗、中原裕美子で

あるむ

1. TCSジャパンの事業戦略について

( 1 ) TCSジャパンの使命について

TCS本社にとって、百本でのビジネスは数十億

円なので、売り上げの比率としては小さいむ

しかし日本というマーケットは、 ITへの投資金

額という観点からすると、世界第 2f立であるむそ

のため、 TCS本社としては、日本のどジネスiこ非

常に戦轄的に取り組んでいこうとしており、日本

企業のグローバルなITパートナーとしてトップの

位置を目指しているc

TCSジャパンのミッションは、 TCS本社がすで

に受注している外国金業の日本支社に対してのビ

ジネスヘおよび、司本金業iこ対してのビジネス

を展損することである。

なお、全社の売上高に占めるTCSジャパンの割

合であるが、該社の公表データ辻国民ではないた

め、 TCSジャパン単独の数字はない。インドを除

くアジアパシフィック全体で5.2%である。

(2) TCSジャパンの事業について

TCSジャパンの顧客の業種は、大きく 3つに分

かれているむ第一に課行・金融サービス、第二に

課検、第三に製造業(携帯電話や家震などの組み

込みソフト含む)であるc 襲造業では今後一千億

単位のビジネスを目指す。これらの中で、組み込

み、 SAPとオラクルERP、保験サービス、そして

アプワケーション開発とメンテナンスに注力して

いるc

事業別に、売上高に占める金額比を見ていくと、

第一仁、組み込みを含むエンジニアリングサービ

ス31が31%、第二に、 Java'MSなどのパッケー

ジの技術ソリューションが27%、第三に保論サー

ピスが16%、第四にエンタープライズソワューシ

ヨン (DW、CR楚、 E豆Pなど)が14%である .11む

ヲ主りは、ビジネスプロセスアウトソーシング、コ

ンサルティング、品費保証サービスであるD

津田氏の惑党では、百本車場において、大きく

何年か前から流れはあるが、 2007年半ばごろから、

日本の、特に金融機関の中に、インド企業にビジ

ネスが流れて来ており、そして人材も流れて来て
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いる大きな変化が為るという D 製造業も同様であ

るむそれはもしかしたら2007年間題が原因かも知

れないし、また、日本の景気がこの何年かいいこ

とや、若者がIT業界を希望しないことにより、 IT

業界に人が枯渇していることも原因かも知れな

い、とのことであった。

( 3 )中国・ベトナムとの競争について

中国・ベトナムも、安舗な料金を誤って、日本

企業からのオフショア開発に参入してきている

が、それら両国に対するインド企業のアドバンテ

ージは何か、という質需には、以下のような回答

があった。インド金業は、世界の多国籍企業から

受注し、これら金業の生産性を上げてきていて、

多くの経験を持っている。それゆえインド金業は、

単なる平凡なアプワケーション開発とメンテナン

スといった種類の業務から、インフラサービス

(データセンターのサポート〉やエンジニアリング

サービス、コンサルティング業務に広げてきた~

こういった複数の分野で、高い生産性と高い鏑檀

を額客に提供することができている守この品質、

スケール、 f言頼性、眼議、大きなプログラムのマ
ネージメント、 ドメインの理解、グローバルな最

善策の理解、経験が、インド企業のキーアドバン

テージである。

また、漢字を理解する中国とよヒベ、インド全業

は日本からの受注にハンデイがあると患われる

が、それをどのように克撮しているかという費問

には、以下のような回答があったc

インドのコルカタとプネー 2笛所に、 J-ODC

(Japan Offshore Delivery Center) という日本受

注案件のための開発拠点を置いているが、そこで

インド入技術者に対する訓練も実施している合日

本語教育だけでなく、日本でのビジネスの仕方、

考え方、また、仕様書を作ることが苦手であると

いった特性なども徹底的に教えている。

インド入に対する誤練プログラムはいくつかあ

る。 rタ夕日本道場」とは、 4ヶ月のフルタイム
議練プログラムで、日本語、巨本文化、ビジネス

エチケットなどを学ばせるものであるむまた、吾

本文化とビジネスの 1週間の誤練プログラムもあ

る。
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2 .ソフトウェア開発体艇について

( 1 )本社のグローパんな開発体制におけるTCS

ジャパンの役割について

該社のグローバルネットワークデリバリーモデ

ル (GNDM)において、 TCSジャパンは非常に重

要な役割を果たしている。 a本の国内の顧客から
の受注案件辻、ほとんどがインドと中国で開発し

ているが、 TCSジャパンはそのコーデイネートを

行っているのである 5

( 2 )日本受注開発案件の開発体制について

TCSジャパンで受注した案件の開発体制は、以

下の通りである。前述の通札インドのコルカタ

とプネーに2つのJ-ODCがあり、前者はITサービ

スに、後者は組み込みソフトウエアに特化してい

るc また、 J-ODCでは、揮発テストや、データセ

ンターのサポートなども行っている。

そして、 3交代のシフト制を取り、日本の顧客

に対して24時間サポートを提供しているむ日本時

間の5時から18時まではTCSジャパンがサポート

するが、それ以外の時間帯は、インドの3・ODCが

サポートするという形を取っているのであるむ

百本で受詮した案件の開発は、鐘楼に対し最大

の栖値を提供するために、ビジネスの種類やプロ

ジェクトに応じてではあるが、可能な限りインド

と中国でオフショア開発をするようにしているむ

開えば、自本語を使ちなくてもいい仕事は全部オ

フショアにしているむ J-ODCは吉本の顧客のニー

ズをサポートするための品質と開発のフレームワ

ークを持っており、インドと中国(杭州と北京)

のGDCがJ-ODCの業務のサポートを行っているむ

現在のところ、日本受注の全ての作業のうち、

65%がインドと中国で行われている。人員は、日

本市場向けで全社で1，500人で、それを、インド

のコルカタとプネ一、中国の杭州、北京、および

上海に配置しているつもっとも、大多数がコルカ

タである。

中国拠点には約1，000人の中国人技術者がおり、

そのうち何人かが日本向けである。 漢字などの文

字の問題で、中国の技請者の方が日本語に親しみ

やすいということもあるので、中国にも拠点は置
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いているむしかし淳司弐の見解では、現詩点では

おそらくインドのエンジニアの方が優秀だと考え

られる o ITとはインドの中で一番成長している分

野であるため、優秀な技権者は皆ITを希望すると

いう背景があることに加え、インドのIT企業の中

でもTCSは知名度が高いので、かなり高レベルの

人材が集まることかちであるお)むインドで辻、

TCS勤務、ということには、非常に大きなブラン

ドイメージがあるのであるc 一方で、中国人の技

術者の漢字への親和性は、中国TCSの擾位性とな

っているc

日本の顧客のニーズに合わせたビジネスプロセ

スアウトソーシングに関しては、インドか中国で

行っているむ

そのため、 TCSでは使い分けを行っている c 高

いスキルを求められている仕事はインドで行い、

高いレベルの吾本語が求められる仕事の開発・運

吊;土中国で行う、など、プロジェクトの撞類やプ

ロセスの違いによって使い分けているのである 712

( 3 )仕議書作成について

E本企業からは、詳細な仕様書が出ないことが

多い。それを克援するために、 TCSでは、「要求

収集フレームワークJ(Requirement gathering 
framework) という形式を作っている。これは、

百本の顧客からの要求を管理し、定期的にしビュ

ーし評価し、顧客とのやりとりを記録するフしー

ムワークとなるものである。つまり、ブワッジ

SEが、この「要求収集フレームワークjを埋め

ていくことによって、 TCS但IJで仕様書を完或させ

ていくという形態を取っているのであるつこれに

より、顧客の期待通りの製品・サーピスにできる

ようにしている。この f要求収集フレームワークj

とは、 TCSの仕事のやり方を規定しており、その

やり方はインドとも共通であるむそして、日本の

顧客からの社捧変更のワクエストがあった場合に

も、口頭ではなく、このフレームワークで文書化

し、きっちり管理していくという彰態を取ってい

るむ詳細な仕様書を出さずに口頭で仕様変更を伝

えてくる日本金業とは、「言ったJi言わないjと

いう問題が発生しやすい。しかし該社は、顧客に

対し、「ここまでならこの時点で修正できるJiそ

の要求は初回バージョンには入れられない、第二

バージョンになら入れることが可能ムなどとは

っきり隷引きする c Iなあなあjにな可がちな司

本企業との取引も、こうしてすべて文書化して管

理していくのである。

こういった、きっちり文書で管理する手法は、

日本の顧客にとって必ずしも快適では会いかも知

れず、「呂本のソフトウエアメーカーだったら開

いてくれるのに、 TCSは屈しリというような印象

を持たれているかも知れないョしかし該社は、こ

の手法を取れば、結局は開発やテストに影響を号

えずにゼジネスができるため、品震の向上・スケ

ジュールの遵守という点で、最軽的には顧客にと

ってメリットがあると考えているお}。

j幸田氏によれば、こういうフレームワークをき

っちり確立している点が、 TCSが欧米のマーケッ

トでこれだけビジネスを取って成長してきた一つ

の鍵であろう、とのことである。

3 .人材育成について

( 1 )τCSジャパン社員の概要について

TCSジャパンの人員は300名超である c 日本採

用は120名程度で、後の約180名はインドからの派

遣者である c 日本採用者の国籍は中国・韓国・パ

ングラデイシュ・ヨーロッパ・南米・アメリカ会

ど、 10以上にのiまる九

(2) TCSジャパン社員の待遇について

百本で採用した社員は、外国入も含めて、 TCS

ジャパンの基準で給与を支払っているむまた、イ

ンド採用で、何年かの単位でTCS本社からTCSジ

ャパンに派遣されている人員に関しては、インド

での給与ベースプラスアルファのいろいろな補助

を行い、実質は、日本採用の者とほぼ詞とぐらい

の待通をしているa それはもちろん、インドの給

与では日本で生活できないからであるつ

( 3 )ヨ本における技術者の採用について

日本におけるIT技争著者の採用は、ウェブサイト

かち、リクルート会社から、など、複数のルート

で、有っている。中途の郎戦力採用がほとんどであ
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るむ

なお、 TCSジャパンが社員採用の擦に求める英

語力は、 TOEIC750であるc しかし、現在、人材

の採用は簡単ではないので、今後その英話力のハ

ードルを下げて、入社後訓練するなどを考え始め

ているc

(4) 8本EこおけるブリッジSEについて

E本での開発案件の受注は、ブリッジSEと言

われる技街者が仲立ちになっているが、そのブリ

ッジSEはE本人とインド人双方いる。

( 5 )巨本採用技術者の研修方法について

日本採用の技術者は、インドに送って、初期ト

レーニングプログラムを受けさせているD それは

上述のふODCにおいて、 2ヶ丹から 4ヶ月の問、

実際のプロジェクトの中で、オンサイト・オフシ

ヨア開発で働く経験を穣ませることを自民とする

ものである。地社で経験を護んだ即戦力採用の技

稿者でもやはり、 J-ODCの開発システムなどを学

ぶためには、これだけの研鯵期間が必要で、あるむ

中途採用で入社した技術者は自分なりのやり方を

持っていることが多いが、そのやり方は使えると

ころもあるしf吏えないところもある。そのため、
やはりTCSのやり方を理解させるための讃練プロ

グラムが必要なのであるむしかし、開発現場の要

望もあるため、言11練プログラムを短く切り上げて、

早々に現場に行くこともある険。しかし、例えば

新卒だったらもうちょっと長く行かせてもいいか

も知れないため、技衛者の経匿などによって、研

修期間を変えている。

しかし基本的には、 2~4 ヶ月間はインドに行

って、 J-ODCのやり方を見てくる必要があると考

えられている。なぜなら、 TCSジャパンで儀いて

いる者辻基本的に作業をインドに依頼する立場者

ので、インドのふODCがどのように仕事している

かを知る必要があるのであるc

( 6 )日本採用の技窮者の異動について

日本で採用したヨ本人技術者を、 TCSインド本

社や世界の他屈の拠点への異動させることは時々

ある。到えば、ある日本企業が、 TCSが揮発した
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システムを使用していたとする。その金業が海外

に支社を作り、その支社においても日本本社と同

じシステムを使用することになった場合、 TCSジ

ャパンの中でその日本本社のシステムを担当した

者を、海外に異動させることがある。つまり、呂

本金業のE本本社と同じシステムを導入する場外

拠点へのサポートのためであるむ

また、アメリカ拠点へ、該桂のグローパルワー

キングモデルを理解し経験を積ませるために異動

させることもある。

さらに、以下のような事例もあるc ある家電メ

ーカーに対し、当拐日本で24時需のサポートを提

供していたが、現在は日本に 1シフトのみ残し、

後の2シフトはインドに謬行した。その円滑な移

管をするために、現在24~25歳ぐらいの女性がイ

ンドに半年行っている司それはTCS本社の指示で

はなく、日本のビジネスの現場の判断によるもの

である。移管はやはり、文書だけ送って「後はよ

ろしく jというようなことはできないG 日本の顧

客を知っていて、ある程度のサポート経験がある

者が、インドに移管後落ち着くまで支援をすると

いう影で、行っているのであるc

逆に、 TCSインド本社や催国拠点で採用した技

術者を、 TCSジャパンに異動させることもある。

( 7 )巨本からインドiこ帰国した人材について

インドのIT産業においては、アメリカからの嬉

居者が大きな役割を果たしていると言われるが、

日本からの婦国者はどうか、という質問には、以

下のような回答があった号ヨ本からの帰居者に比

べてアメリカからの帰居者が庄僚的に多いので、

比較は難しいc しかしTCSインド本社には、何人

かの百本からの婿国者がおり、提となる役割を果

たしているという c コルカタのJ-ODCのトップが

その事例であるc

4. TCSジャパンの営業徳観について

.c 1 ) TCSジャパンの堂業体制の概略について
TCSジャパンの従業員総数に占める営業部社員

の割合は、約5%であるc

営業部社員の役割(職務〉は、日本の顧客を理
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解しTCSのソリューションを最適の方法で顧客の

ニーズにカスタマイズするために、Go・To-Mar註et、

す会わち、 f市場密着戦略」のもとにある。

営業部員に占める日本入社員の割合は、約50%

である口つまり、残り半分がインド人であるc

(2) TCSジャパンの営業部員の言語諒について

TCSジャパンの営業部員は、経験者が殆どを占

めるが、入社後全員が 2週間程震のオリエンテ

ーションツアーのためインドに行く。その巨的i土、

GDCのキーパーソンと知り合うためであるむ

(3) TCSジャパンの営業部員の設嵩(職務)に

ついて

TCSジャパンにおけるインド人営業部員と日本

人営業部員の役醤(職務)は若干異なるc

現在、 TCSジャパンのどジネスの半分程度は外

資系金融機関、すなわち銀行・探検・証券などで

あるs それは元々、それち顧客の本社が、 TCS本

社が開発したシステムを使用していたため、同じ

システムを日本支社に導入する際に、 TCSジャパ

ンに発注されるのであるc こういった外資系の金

融機関の顧客においては、システムの妻在者が外

昌人であり、社内のバックオフィス部門はおそら

くほとんど英語でオペレーションされているの

で、インド人の営業部員で何ら問題はないっ

しかしE本企業とのピジネスを広げるにあたっ

て、製造業などにも行く必要があるが、こういっ

た業種におけるコミュニケーションには、ヨ本人

の営業蔀員が必要で、あるc それで百本人の営業を

採用している。

また、日本人営業部員の役割は、ローカル事場

を深く理解し、顧客と強い関係を形成することで

あるのに対し、インド人営業部員は、オンサイ

ト・オフショア開発そのものとかかわり、日本人

営業部員が顧客とTCSのコミットメントを合致さ

せるのを助けるという役割もあるc

(4) TCS内の営業部員の異動について

本社の営業部員がTCSジャパンへ短期間(1年

未満)及び¥長期間(1年以上)派遣されること

はあるc

逆に、 TCSジャパンの営業部員が本社へ短期間

( 1年未満)及び、長期間(1年以上〉派遣され

ることもある o 2週間程度のオワエンテーション

目的で行く、などである。

5. TCSジャパンのコーポレート・ガパナン
スについて

TCSジャパンは1987年設立されたo 2004年に

100%子会社として日本法人になったむ該社の従

業員総数に占める取締役の割合は 1%である口

該社の取締役会に占める日本人・インド人の割

合は、日本人 1名、インド人3名である。該社の

代表取締役は号本人で、 3名のインド人は取締役

であるG

本社の取締役はTCSジャパンへ派遣されていな

い色しかし、 E本はアジアパシフイックというく

くりの中にあるので、アジアパシフイツクの統括

拠点であるシンガポールには、アジアパシフイツ

クのオベしーションと整合牲を合わせるため、百

本法人取締役は頻繁に仔っている c 一定期間ごと

のワポートワゼューに行っている形であるc

注
1 )パイ氏はインドの名門大学IIT(Indian Institute of 

Technology)の出身である。日本iこ着任する蔀辻、ア

メリカで 5~6 年、ある大きな顧客のプロジェクト

に参画していた。それを成功させたので、 2006年の

半ばごろに日本の副社長に昇進された。また、津田

氏は、 TCS入社前は、別の外資系金業に勤務されてい
た。

2 )津田氏によれば、これは「グローバル金業として

の強みで受注した仕事ムつまりTCSとして、 i茸外拠
点と連携して受注した仕事である。

3 )これは、製品の設計需発、 CADやCAMに関するサ

ポートやサービスである。例えば、日本の大手自動

車メーカーや家電メーカーなどのグローパルに展開

している会社の支援である。

4 )これは、顧客の要求に合わせてーから開発すると
いうよりも、各干重パッケージソフトウエア、 SAP、ォ

ラクル、 CR班、シーベル〈今オラクルに買収されて

いる)の導入サポートである c こういうところには

TCSはワールドワイドでの導入経験を多く持っている
ため、短顛関で最適な導入が可能なのである。ーか

ら開発するということには、あまり注力はしていな

い。そういう点ではおそらく、呂本のエスアイヤー

などが目指しているところとは違う。日本の顧客は
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どちらかというと、パッケージよりも、「自社の要求

に応じてシステム開発してほしLリという要求が多

いため、言われるがままに開発することもあるが、

実際外国、つまり日本以外の国で、辻、 iBestPracticesJ 

と言われているSAPやオラクルのようなパッケージを

使って、それに合わせていくことが主流である。シ

ステム開発やサポートでコストが少なくて済むから

で忘る。さらに、システムをどんどん変える必要が

あるときに、ーから開発したものだと、最初からそ

のシステムをよく知る技街者がいないとサポートで

きなくなってしまうという問題が出てくる。しかし、

パッケージの商品には基本的に全てドキュメントが

あるため、そういう問題が起こらない。また、パッ

ケージ自身がパージョンアップしていくので、いち

いち考えて手を入れていかなくても、最低限必要な

ところはパージョンアップで対応できる。

5 )たとえばTCSは、現在中国銀行の中核バンキングア
プリケーションプラットフォームに適用されている、
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BANCSという製品を手がけた。
6 )インドのTCS本社では、現在、毎日約100人を採用
しているという。つまり、 1 年で 3~4 万人を採用

しているのである。

7) TCSの中富拠点の採用は、中富拠点が独自に行って
いる。誤練は、インドの本社から訓練の教官を中国

に送って訓練していると開いている。数が多いため、

中国からインドに技街者を送ってインドで書11緯する

よりも、インドから教官を中国に送って訓練する方

が効率的であるためである。

8)開発の終盤になっても顧客の要求を需く日本のソ
フトウエアメーカーのやり方だと、結局は開発の品

雲にも影響が出る場合があるだろう、という 0

9 )なお、全社で10万人ぐらいの社員のうち、 9万 3

千人がインド人である。大学涜博士の学位を取得し

ている技術者の割合は、全社で 1弘である。

10)開発プロジヱクトの要望があれば、入社後すぐに、
研修を受けずに開発プロジェクトに入る者もいる。


